
CDP‐ICLEI
統一報告システムに関して

2020年9月10日



CDPは2000年に設立された国際的な環境非営利組織であり、人々と地球にとって

健全で豊かな経済を保つことを目的に活動しています。
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CDPとは

CDPは世界的な情報開示システムを運営しています。これにより、企業、都市・

地域が環境影響を計測・管理することができます。

世界で最も包括的な自主的報告のデータにより、世界経済においてCDPは環境報

告のグローバルスタンダードとなっています。

世界中の投資家、購買企業、政策決定者は、CDPのデータを活用し、情報に基づ

いた意思決定を行っています。
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CDPとは

投資運用額106兆ドルを超える515を超える投資家

購買力4兆ドルを超える150のサプライチェーンプログラムメンバー

8,400社を超える企業（世界の時価総額の5割以上）からの回答

2019年度にJapan500の63%が情報開示

850以上の都市、125を超える州・地域が環境インパクトを開示



世界に広がるCDPネットワーク
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CDPは国際機関であり、地域オフィスと地域パートナーは

50か国に展開しています。

CDPの地域オフィス所在地:

英国 150 名以上

ヨーロッパ(ドイツ)40名以上

北米 40名以上

中南米、日本、インド、中国、香港に40名以上
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イクレイ-持続可能な都市と地域をめざす自治体協議会
（ICLEI‐Local Governments for Sustainability）

持続可能な未来づくりに取り組む1,750以上の都市や地域の先進的な世界ネットワーク。

1990年に43カ国から200自治体が国連本部に集まり、ICLEI（International Council for Local Environmental Initiatives：国際 ”環境” 自治
体協議会）を設立。2003年に団体の使命拡大とともに、イクレイ- ”持続可能” な都市と地域をめざす自治体協議会へ変更。

世界理事会（Global Executive Committee）

会長 第一副会長 副会長

イクレイ日本の会員自治体（ICLEI Japan Members）

愛知県、飯田市、板橋区、岡山市、川崎市、北九州市、京都市
、京都府、さいたま市、札幌市、下川町、墨田区、東京都、富
山市、豊田市、長野県、名古屋市、広島市、松山市、武蔵野市
、横浜市 （五十音順）

（*人口ベースで日本の約30％をカバー）

Covering approximately 30% of the population



イクレイ-持続可能な都市と地域をめざす自治体協議会
（ICLEI‐Local Governments for Sustainability）

事務局（世界22か所）：世界事務局（ドイツ、ボン）
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イクレイの主な役割
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世界大会：3年毎に開催

イクレイは、気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）、国連生物多様性条約（CBD）、国際連合
砂漠化対処条約（UNCCD）（所謂「リオ3条約」）の全ての条約において、地方自治体を代表する正式なオ
ブザーバーとして参画する唯一の団体です。

国際交渉の場で自治体を代表する立場としてプログラムに参加している他、国内外を問わず自治体間で積極
的な情報共有を行う場を提供し、相互向上を目指す取組みを行ってきています。

イクレイ世界大会2018
カナダ・モントリオール（2018年6月19 – 22日）

参加自治体：177（81カ国）
参加者：約1,100人（首長級120人）

国連気候変動枠組み条約第24回締約
国会議（COP24）の公式イベント

（横浜市小林副市長ご登壇）

生物多様性条約（CBD）第14回締約
国会議（COP14）

（愛知県大村知事ご登壇）
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イクレイ‐目標と発展的道筋

イクレイの目標は、持続可能な都市と地域を実現すること。
そのために、５つの発展的道筋を相互に関連して取り組んでいます。

イクレイの目標

持続可能な都市と地域を実現する

• 持続可能な都市と地域のモデルをスケール

アップし拡大すること

• “持続性”を全ての地域と世界の発展の基幹

に据えること

• 住民の長期的利益を守るために、重要な課

題に取り組むこと

• 世界的変革のために全ての部門・国・自治

体が協力して努力すること

５つの発展的道筋

自然に基づく発展

レジリエント（強靭）
な発展

公平で人間中心の
発展

低炭素な発展 循環型の発展

５つを統合的に実施し
持続可能性を織りなす
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データの報告プロセス
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都市は気候変動データの
改善を図る

1
2 3

CDP-ICLEI統一プラット
フォームに情報を入力

各イニシアティブへの
データ共有・公開（自
治体が選択できる）
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CDPとICLEIが都市を支援

5

都市が質問書を受
け取る（毎年4月

頃に公開）

データの確認・
修正



Name | @Twitter11

情報開示のベネフィット
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リーダーシップ CDP-ICLEIツールの活用 世界のネットワークへのアクセス 企業との関わり

インサイトとアナリティクス 気候変動ファイナンス 容易な報告 気候変動対策の向上

なぜCDP-ICLEI統一報告システムを活用するのか
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ビジネスとの
関わりを促進

環境データ
を一つの
場所に統合

環境政策
において毎年
の進捗を把握

他の都市の
部局や機関と

関わる

なぜCDP-ICLEI統一報告システムを活用するのか



14

なぜCDP-ICLEI統一報告システムを活用するのか
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スナップショットレポートは都市への
フィードバックを提供

2ページの概要と各都市の対応に関するフィードバック

都市名

地域の平均値との

比較

 得点の説明と改善

のためのリソースの

提供

改善活動に向けた内

部チームの支援



Name | @Twitter16

スコアリング

開示

情報開示を始めた都市

リーダーシップ

環境影響を軽減するた

めに実際に行動をとり、

ベストプラクティスの

リーダーシップを

発揮している都市

認識

環境への影響を

認識している都市

マネージメント

気候変動の影響に

対処し、排出量を

管理するために

活動している都市



都市はCDP-ICLEIにデータを開示する
ことで気候変動対策を推進
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90%
2015年以降、90%の

都市が排出削減
目標を設定

2x
安全な気候・安全な
水・森林破壊のない世

界の実現

950+ 
CDP-ICLEIに開示した
都市・地域（2019年）

開示 見通し 行動 気温上昇2°未満を達成

2015年以降、2倍の
数の都市が気候変動
対策計画を作成



情報開示の「コベネフィット」
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2019年にCDP-ICLEI
統一報告システムに
開示した都市の

61% 
が気候変動緩和策を

取り組んでいることを報告

コベネフィットを得たと
報告した都市は
そうでない都市の

2.5倍
の気候変動対策について

報告した



情報開示の「コベネフィット」
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改造による建物のエネルギ効率の改善

CDP-ICLEI統一報告システムに最も報告された
5つの気候緩和策

エネルギー効率の高い街路照明への切替

建物に再生可能エネルギー発電の設置

エネルギーの低炭素化またはゼロ炭素化に向けた取組の増加

新築に向ける建築基準法の改善



情報開示の「コベネフィット」
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アジア太平洋地域における最も報告された
5つのコベネフィット

より持続可能な行動への移行

資源効率の向上 （食品、水、エネルギーなど）

経済のグリーン化

自然資源の質の改善（大気、水など）

資源セキュリティ（食品、水、エネルギーなど）
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なぜCDP-ICLEI統一報告システムを活用するのか



回答しやすい質問書
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参加は任意で
無料

回答方法は
規定されていない

日本語に対応

ガイダンス
機能が充実

（*回答は埋められるだけ埋める形式）



質問書の対象トピック
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ガバナンスおよ
びデータ管理

気候関連の
危険と脆弱性

機会 排出削減

自治体全体排出
量

適応 水セキュリティエネルギー



GCoMとの関係
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ICLEIはGCoMの設立パートナーとして、設立時からGCoMの運営
に関わり、事業の連携を進めている。

CDP-ICLEIの統一プラット
フォームはGCoMの
Common Reporting 
Framework (CRF:共通報
告フレームワーク)に準拠し
ているシステム

＜GCoMの設立パートナー＞



GCoMとの関係
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➢ 名古屋大学内にあるCoM-Japanオフィスでは、CDP-ICLEI統
一プラットフォーム以外のプラットフォームを設立することを
検討しており、現在CDPやICLEIを入れて、これらプラットフ
ォームの取り扱いに関して協議を進めている。

➢ 日本国内でのプラットフォームの運用に関して、煩雑な手続き
を無くすために、引き続き協議を継続しつつも、CDP-ICLEI統
一プラットフォームの運用は並行して実施していく。



今後の取組
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➢ 国際的にも報告の重要性が高まっており、CDP-ICLEI統一プラッ
トフォームをはじめ、GCoMの共通報告フレームワークとの連携
など、スタンダード化が進んでおり、その議論の最先端にCDPと
ICLEIは関わってきている。

➢ こうした流れの中で、世界のスタンダードと日本国の制度との間
で乖離を少なくする取組が自治体にとっても重要となってきてい
ると認識しており、環境省との協議を進めてる。

➢ なお、ICLEIは日本国内のセロ・カーボン自治体を取りまとめ、
UNFCCCに報告をするなどの活動を行ってきているが、こうした
イニシアティブに関しても一元的に報告ができるように調整を進
めている。



登録はご遠慮なく

イクレイ日本事務所（iclei-japan@iclei.org）
もしくは

CDPジャパン事務局（japan@cdp.net）

までお問い合わせください！

mailto:iclei-japan@iclei.org
mailto:japan@cdp.net

